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KPMG 税理士法人　ファイナンス & テクノロジー 

パートナー　小出　一成

アベノミクスの経済成長戦略の一環として、「日本再興戦略（2013年6月14日
閣議決定）」が策定され、緊急構造改革プログラム（産業の新陳代謝の促進）の 

「民間投資の活性化」において、「今後 3 年間の設備投資を 2012年度の約63兆
円から10％増加させ、リーマンショック前の民間投資の水準に回復させること
を目指す」とされました。具体的には、「先端設備の投資促進」として、「生産
設備の新陳代謝（老朽化した生産設備から生産性・エネルギーを促進する効
率の高い最先端設備への入替え等）」を促進する取組みを強力に推進するため、
2014年1月20日に産業競争力強化法が施行されました。
生産性向上設備投資促進税制は、上記に応じて2014年度税制改正において生産 
設備の新陳代謝を進める企業への税制支援措置として制度化されたものです。
本稿では、「生産性向上設備投資促進税制（ A類型：工業会が認める最新設備の 
取得、B類型：利益改善のための設備の取得）」のうち、「B類型：利益改善の
ための設備の取得」の確認申請に関する実務上の留意事項について解説します。
なお、本文中の意見に関する記載は筆者の私見であることをあらかじめお断り
いたします。

 

【ポイント】
◦	�設備投資額の特別償却（即時償却）又は5%（建物及び構築物については

3%）の法人税の税額控除が可能。
◦	�事業年度の法人税額の20%相当額を上限として税額控除が適用できる。
◦	�控除不足額（控除限度額を超過した部分）の翌年への繰越控除制度はない。
◦	�設備取得等の前までに、法人が自ら経済産業局へ確認申請を実施する必要

がある。
◦	�公認会計士または税理士の事前確認を受ける必要がある。
◦	�経済産業局への確認申請に際し、わかりやすい申請書を作成し、客観性の

ある資料を添付することが肝要である。
◦	�経済産業局に申請後、確認書の発行までは約 1 ヵ月程度を要する。
◦	�2017年3月31日まで適用が可能。
◦	�2016年4月1日から2017年3月31日の期間は、特別償却限度額（設備投資

額の50％（建物及び構築物については25％）相当額をいう）までの特別償
却又は4％（建物及び構築物については2％）の法人税の税額控除を上限と
している。
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Ⅰ 制度の概要

青色申告者が産業競争力強化法の施行日（2014年1月20日）
から2017年3月31日までの期間内（以下「指定期間」という）
に、生産性向上設備等1を構成する機械装置、工具、器具備
品、建物、建物附属設備、構築物及びソフトウエアで一定の
価額以上（図表1参照）の取得等2をし、これを国内にある法人
の事業の用に供した場合、即時償却または5%（建物及び構築
物については3%）の税額控除（2016年4月1日から2017年3月
31日までの期間は50％特別償却（建物及び構築物については
25％相当額）または4%の税額控除（建物及び構築物について
は2%））の税制優遇が受けられます。

1.	事前に必要となる手続き

投資計画を作成し、公認会計士又は税理士の事前確認を
受けたうえで、設備の取得等の前までに設備導入場所の最寄
りの経済産業局へ申請し、確認書を取得しておくことが必要 
です。

2.	要件

生産性向上設備等とは投資計画における投資利益率（RＯＩ）
が15%以上（中小企業者等は5%以上）であることが要件とな
ります。

年平均の投資利益率
（ROI） ＝

（営業利益＋減価償却費）の 
増加額※ ≧ 15％

設備投資額

※ 設備の取得等をする年度の翌年度以降 3 年度の平均額

3.	申請フロー

生産性向上設備投資促進税制（B類型：利益改善のための設
備の取得）の申請フローは図表2のとおりです。

前述のとおり、経済産業局の確認は、生産性向上設備等の
取得等の前までに実施しておく必要があります。つまり、投
資計画を作成し、要件を満たす生産性向上設備等であっても、
設備の取得等後であれば、経済産業局の確認書の発行は受け
られず、当該設備は特別償却または税額控除の対象とならな
いことになります。

実務においては、申請者となる法人は投資計画を作成し、
公認会計士又は税理士の事前確認を受けることを前提として、
設備の取得等の前までに以下の手順により経済産業局の確認
書の発行を得ておく必要があります。

①	 投資計画案の確認依頼
	� 経済産業局地域経済課へ確認申請書の提出の事前予約を 

行う（公認会計士又は税理士が行うことも可能）。
	� 確認申請書の提出日から生産性向上設備等の取得日まで 1ヵ

月程度の余裕を持って経済産業局に確認書の発行を申請する
必要がある。原則として設備導入場所の最寄りの経済産業局
へ確認申請書を提出する。

②	 事前確認書発行
	� 確認申請書につき公認会計士又は税理士の事前確認書を取得

する。

③	 確認書発行申請
	� 経済産業局地域経済課を訪問し、確認申請書を提出したうえで、

「確認申請書」、「基準に対する適合状況」及び「添付した根拠
資料」の内容について説明を実施する。

	� ※�審査に臨むにあたり、経済産業局への提出書類は『わかりや
すい申請書を作成し、客観性のある資料を添付すること』が
ポイントとなる。また、審査効率化の観点から事前確認書を
作成した公認会計士又は税理士が申請に同行することが望ま
しい。

図表1　一定の価額以上

設備 取得価額

1. 機械装置 ◦	�1台又は 1 基の取得価額が 160 万円以
上

2. 工具
3. 器具備品

◦	�1台又は 1 基の取得価額が 120 万円以
上

◦	�1 台又は 1 基の取得価額が 30 万円以
上で、かつ、一事業年度におけるその
取得価額の合計額が 120 万円以上

4. 建物 ◦	�一の取得価額が 120 万円以上

5. 建物附属設備

◦	�一の取得価額が 120 万円以上
◦	�一の取得価額が 60 万円以上で、かつ、

一事業年度におけるその取得価額の合
計額が 120 万円以上

6. 構築物 ◦	�一の取得価額が 120 万円以上

7. ソフトウエア

◦	�一の取得価額が 70 万円以上
◦	�一の取得価額が 30 万円以上で、かつ、

一事業年度におけるその取得価額の合
計額が 70 万円以上

出典：「生産性向上設備投資促進税制」（国税庁）を基に筆者作成

1.	� 法人の事業の用に直接供される減価償却資産（無形固定資産及び生物を除く）のうち、産業競争力強化法第 2 条第 13 項に規定する生産性向上設
備に該当するもの（生産性の向上に係る要件は投資計画における投資利益率が 15%（中小企業者等は 5%）以上となる見込みであること）とされ
ます。なお、収益の稼得に直接影響しない、業務遂行上の必要な本店、寄宿舎等の建物、事務用器具備品、乗用自動車、福利厚生施設等は該当し
ません。

2.	� 取得（その製作又は建設の後事業の用に供されたことのないものに限る）又は製作若しくは建設を言い、建物にあっては改修（増築、改築、修繕
又は模様替）のための工事による取得又は建設を含みます。機械装置、工具、器具備品、ソフトウエアについては検収（完了）の日が取得等の日
とされます。
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　　　　　　↓
	� 面談時に生産性向上設備等の取得等の日を伝え、その前日ま

でに確認書の発行を希望する旨を、担当官に依頼する。
　　　　　　↓
	� 確認申請書が受理され、審査が開始された場合、審査に際して

確認申請書の加筆修正又は追加資料の提出を依頼されること
がある。

	� ※�法人は公認会計士又は税理士と連携して、依頼された修正を
直ちに履行することがスムーズな確認書の発行に繋がると考
えられる。

④	 確認書発行
	� 経済産業局による確認書が発行される。

⑤	 法人税申告書作成
	� 決算時に法人税申告書を作成、特別償却又は税額控除を適用

する。

4.	適用対象事業年度

法人が指定期間内に生産性向上設備等の取得等をして、こ
れを国内にある法人の事業の用に供した場合においては、そ
の事業の用に供した日の属する事業年度において、特別償却
又は税額控除が適用できます。

Ⅱ 留意事項

1.	税務申告

（1）	法人税申告書への別表添付
法人は適用対象事業年度の法人税申告の際に法人税申告書

別表六（二十一）（生産性向上設備等を取得した場合の法人税
額の特別控除に関する明細書）又は特別償却の付表（七）に確
認を受けた際に交付された確認書の「確認書番号」を記載する
ほか、その設備が「利益改善のための設備の取得」に該当する
ものであることを判定するうえで参考となる事項を、できるだ
け具体的に記載した別表を法人税申告書に添付する必要があ
ります。

（2）	確認書の申告書への添付
経済産業省による確認書については法人税申告書への添

付する義務はありませんが、確認書の写しを上記別表と共に
法人税申告書に添付して提出しておくことが望ましいと考え 
ます。

図表2　B類型　利益改善のための設備の取得（生産ラインやオペレーションの改善に資する設備）の要件確認スキーム

※2　経済産業局による確認は、設備の
        取得等の前に実施すること

※1 本スキームを利用する際は、導入者の企業
規模によらず、公認会計士・税理士の確認
が必要となる（会計監査人や顧問税理士等
ではなくても可）

経済産業局※2

設備ユーザー

所轄の税務署

経済産業省

公認会計士又は税理士※1

＜公認会計士・税理士及び経産局の確認内容＞
〇対象設備の確認

（投資目的に必要不可欠な設備であることの確認）
〇投資利益率要件を満たしていることの確認

（投資の効果としてのリターンの算出方法の確認等）

③確認書発行申請
（①の投資計画及び②の
事前確認書を添付）

⑤ 税務申告の際、確定
申告書等に確認書を
添付することが可能

④確認書発行 定期的に投資計画の
履行状況を報告

運用に関する指導・協議・相談等

①投資計画案の確認依頼

投資計画案の内容確認

出典：経済産業省　「生産性向上設備投資促進税制について」 （平成 26 年 1 月） 

②事前確認書発行
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【出典】
「平成 26 年度改正税法のすべて」（一般社団法人日本税務
研究会発行）

「生産性向上設備投資促進税制について」（経済産業省）
「生産性向上設備投資促進税制」（国税庁）

本稿に関するご質問等は、以下までご連絡くださいますよ
うお願いいたします。

KPMG 税理士法人
ファイナンス＆テクノロジー
パートナー　税理士
小出　一成
TEL: 03-6229-8039
kazushige.koide@jp.kpmg.com

※ �2014年10月1日より KPMG 税理士法人のビジネスユ
ニットの 1 つであるファイナンシャルサービスはファイ
ナンス＆テクノロジーに改称しました。

（3）	税務調査への備え
税額控除は税務調査における重点調査項目の1つに掲げられ

ています。税務調査において想定外の事態を未然に防ぐとい
う観点から、以下①～③の数値が一致することを事前に確認
していただき、法人税申告書関係書類と共に保存しておくこと
が望ましいと考えます。　

①確認書に記載された設備投資額
事前に一致することを
確認しておく②資産台帳上の各資産の取得価額

③各資産に係る請求書等の支払証憑

2.	経済産業局への実施状況の報告

確認書の発行を受けた法人は生産性向上設備等を事業の用
に供した日の属する事業年度の翌事業年度終了後4 ヵ月以内に

「設備投資計画実施状況報告書」を作成して確認書の発行を受
けた経済産業局に対して投資利益率の実績を報告しなければ
なりません。

なお、設備稼働後、計画した投資利益（≧15％）を達成でき
なかった場合においても税制措置の取り戻し規定は存在しな
いため、適用対象事業年度で適用した特別償却又は税額控除
に影響を与えることはありません。

Ⅲ おわりに

現在、大企業における生産性向上設備投資促進税制の確認
申請の状況として、製造業の他、製薬、通信、金融、サービ
ス、IT他、多くの企業が複数の投資計画につき申請を実施し、
確認書の発行を受けております。

KPMG税理士法人では、産業競争力強化法の施行後、有限
責任 あずさ監査法人と連携し、本邦で最初の大企業の確認申
請に関与して以降、生産性向上設備投資促進税制（B類型）の
確認申請に際し、安価で、迅速かつきめ細やかな税務サービ
スを提供しています。現在では、経済産業省関東経済産業局
に提出される大企業の確認申請の大部分の案件に関与してお
り、審査を担当する担当官と良好な関係を構築しています。

｝

TEL:03-6229-8039
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